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（
地
方
法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
二
条

地
方
法
人
税
法
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
百
三
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
三
第
五
項
」
を
削
り
、
同
条
第
五
項
中
「
、
第
六
十
八
条
の
十
五

の
四
第
五
項
」
を
削
る
。

（
平
成
十
七
年
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
三
条

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
十
七
年
政
令
第
百
三
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
一
条
第
四
項
中
「
新
法
」
を
「
租
税
特
別
措
置
法
」
に
改
め
、「
の
金
額
」
の
下
に
「
若
し
く
は
特
定
費

用
の
金
額
」
を
加
え
る
。

（
平
成
二
十
一
年
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
四
条

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
一
年
政
令
第
百
八
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
二
十
六
条
の
三
十
第
十
六
項
」
を「
第
二
十
六
条
の
三
十
第
十
八
項
」

に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
二
十
六
条
の
三
十
第
十
七
項
」
を
「
第
二
十
六
条
の
三
十
第
十
九
項
」
に
改
め
る
。

（
令
和
二
年
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
五
条

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
二
年
政
令
第
百
二
十
一
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
八
条
第
一
号
中
「
同
項
に
」
を
「
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
十
六
項
に
」
に
改
め
、
同

条
第
二
号
中
「
同
項
」
を
「
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
十
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中「
同
項
」

を
「
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
十
五
条
の
十
三
の
二
第
二
項
」
に
改
め
る
。

（
地
方
自
治
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
六
条

地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
一
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
の
項
第
一
号
中
「
、
第
二
十
五
条
第

十
二
項
」
及
び
「
、
第
三
十
九
条
の
七
第
六
項
」
を
削
る
。

（
国
税
収
納
金
整
理
資
金
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
十
七
条

国
税
収
納
金
整
理
資
金
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
十
五
号
中
「
第
二
十
五
条
の
十
の
十
一
第
九
項
」
を
「
第
二
十
五
条
の
十
の
十
一
第
十
項
」に
改
め
る
。

附
則
第
十
七
項
中
「
千
分
の
九
百
六
十
四
」
を
「
千
分
の
九
百
六
十
七
」
に
、「
千
分
の
三
十
六
」
を
「
千
分
の
三

十
三
」
に
改
め
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

災
害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

政
令
第
百
二
十
号

災
害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令

内
閣
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
十
一
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
災

害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
七
十
五
号
）
第
三
条
第

八
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

災
害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令

第
二
百
六
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
中
「
国
税
通
則
法
」
の
下
に「（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）」を
加
え
る
。

第
十
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

第
十
条
の
二

法
第
三
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
所
得
税
法
第
百
二
十
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る

申
告
書
を
提
出
す
べ
き
者
が
当
該
申
告
書
に
係
る
所
得
税
に
つ
き
国
税
通
則
法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
決
定
を

受
け
た
こ
と
に
よ
り
、
法
第
三
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
所
得
税
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
若
し
く
は
第
百
六

十
条
第
一
項
又
は
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る

特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
二
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
還
付
さ

れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
所
得
税
法
第
百
二
十
条
第
一
項
第
四
号
及
び
第
二
項
並
び
に
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
十
七
条
第
一
項
第
三
号

及
び
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
更
正
を
」と
あ
る
の
は
、「
更
正
若
し
く
は
決
定
を
」

と
す
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
日

本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

政
令
第
百
二
十
一
号

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び

に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る

法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域

並
び
に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
十
一
号
）
第
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
日

本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
百
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
中
「
連
署
し
て
印
を
押
し
た
」
を
「
連
署
し
た
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉
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